
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の推進に向けた県の基本姿勢 
 

 

 

 

 

◇ 施策１：県民の総力を結集できる行政の推進 

◇ 施策２：市町村とのパートナーシップの構築 

◇ 施策３：財政健全化に向けた改革の推進 

◇ 施策４：迅速に活動できる組織の運営 

◇ 施策５：政策推進システムの充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 239 ―



 

 

 

   

 

   

○ 対話を重視し、双方向の情報共有を進めながら、県民の声がよく県政に反映できる
体制を整えるとともに、県民・企業・NPO などとの幅広い協働を進めることにより、
県民が主体的に地域づくりに参画する総力結集型の行政を推進します。 

 
 

○ 県民の意向を県政に反映していく上では、様々な手段、機会を通じ、情報を迅速か
つ分かりやすく提供する広報と、県民との直接対話や間接広聴事業による広聴の充
実が重要です。 

○ 社会環境の変化などにより、これまでの公共的なサービスの仕組みを継続すること
が困難となるケースが生じています。また、このような状況を克服しようとする地
域住民や民間事業者等の取組みにとって障害となっている規制の見直しなどが必要
となっています。 

○ 県民・企業・NPO などと行政がお互いの利点・特性を活かして共通の目的のもとに協
働する取組みが進んでいます。特に、NPO は今後の公共サービスの新たな担い手とし
て期待が高まっており、保健福祉や環境保全、まちづくりなど様々な分野で活動を
展開しています。 

 

 

○ 知事広聴会、県民ホットラインなど広聴事業を通して把握した県民の意見を県施策
に活かすとともに、効果的、効率的な広報を展開します。 

○ 県民等の自由な発想や提案を広く汲み上げ、地域社会で求められる役割に応じた県
民自らの力による地域課題の解決や、地域活性化を実現する新たな事業の展開を図
ります。 

○ 協働推進員を配置し県庁内の推進体制を整備するとともに、協働に関する理解を深
めるための研修や、協働事業の実践を通し職員の意識改革を行います。 
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①県の広報に対する満足度 57.0% 60% 

②県と協働した年間団体数 385 団体 

 

800 団体 

 
① 県内に居住する満 20 歳以上の県民の意見を聴く「県政世論調査」において広報全般について「満
足している」と回答した人の割合です。より効果的な広報に努め県の広報に対する満足度を高め
ます。 

② 共催、委託、補助、事業協力、施策提言などの形態により県と協働した NPO 法人、任意団体、企
業などの数です。毎年 80 団体程度の増加を見込み、４年後に協働団体数の倍増を目指します。 

 
 

― 240 ―



実
施
計
画

計
画
の
推
進
に
向
け
た
県
の
基
本
姿
勢

 

 

   

 

   

○ 住民に最も身近な基礎自治体である市町村が、地域における充実した行政サービス
を提供できるよう支援するとともに、分権時代にふさわしい県と市町村の役割分担
のもとでの、連携・協力を進めます。 

 
 

○ 地方分権の進展や平成の大合併により本県の市町村数が 59 から 21 に再編され行政
体制が総体的に充実したことに伴い、市町村は、地域住民に最も身近な基礎自治体
として、より自立性の高い行政主体となる必要があり、多様化した住民ニーズに対
応したきめ細かな行政サービスを実践する役割が求められています。 

○ 現在市町村財政は極めて厳しい状況に置かれていることから、平成 19 年に成立した
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断基準を踏まえ、
市町村の健全な財政運営に向け、迅速・適切に対応していく必要があります。 

○ 県内の市町村のほとんどが、過疎地域自立促進特別措置法をはじめとした特定地域
振興に関する各法律の適用を受ける地域であり、引き続きその振興に向けた取組み
を行っていく必要があります。 

○ 地方分権が進展する中で、県と市町村はそれぞれの役割を明確にするとともに、相
互に連携・協力し合い、新たなパートナーシップを築いていく必要があります。 

 

 

○ 県と市町村との関係については、十分な意見交換の下、各市町村の意向を尊重しな
がら、対等のパートナーシップの基に、助言等の支援を行っていきます。 

○ 地方分権の進展や市町村合併により行政体制が総体的に充実したことを踏まえ、市
町村の規模・体制の差も考慮しつつ、基礎的自治体である市町村がさらに行政基盤
を充実・強化し、地域住民の意向を反映した主体的なまちづくりができるよう市町
村への権限移譲を積極的に進めます。 

○ 税源移譲に伴う財政力格差の是正のためには、地方交付税による財源保障・財源調
整が不可欠であることから、島根県の考えを国に強く主張していきます。 

○ 財政健全化法に基づく財政指標や、公会計制度の導入などを通じ、市町村行財政の
健全化に向け助言・支援を行っていきます。 
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市町村への権限移譲項目延べ数 137 項目 

 

374 項目 

 

○ 住民サービスの充実に向け、権限を県から市町村へ移した事務の項目数を指標としました。市町
村への権限移譲計画（平成 19 年３月改訂版）のメニュー事務のうち、重点推奨項目をすべての
対象市町村へ移譲することを目指します。 
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○ 中長期的に持続可能な財政運営の実現に向けて、県民の暮らしや企業活動などへの
影響に十分配慮しながら、財政健全化基本方針に基づく改革を推進します。 

○ 行政内部の歳出削減努力の徹底に加え、あらゆる事業の見直しを進めることによっ
て、将来にわたり安定的な財政運営が行えるようにします。 

 
 

○ 県では、これまでも、「財政健全化指針（平成 14 年 12 月策定）」や「中期財政改革
基本方針（平成 16 年 10 月策定）」に基づき、全国的に見てもトップレベルの厳しい
改革を行ってきました。 

○ しかしながら、現在国が進めている国・地方を通じた歳出改革の取組みに伴い、今
後も更なる地方交付税の削減が見込まれるなど、一段と厳しい財政運営を余儀なく
されています。本県財政の構造的収支不足は今後も 200 億円台後半が見込まれ、こ
のままでは、平成 22 年度にも基金が枯渇し、財政再建団体への転落が危惧される非
常事態です。 

○ 一方で、本格的な地方分権時代を迎え、自らの創意工夫と責任で活力に満ちた島根
を築いていくためには、県が自主的に財政健全化を進め、この難局を乗り切ってい
く必要があります。 

○ このため、「財政健全化基本方針（平成 19 年 10 月策定）」に基づき、総人件費の抑
制や外郭団体の見直しなど、行政の効率化・スリム化に徹底して取り組むとともに、
県の行財政全般にわたる徹底した改革を行い、必要な財源の確保に努めます。 

 

 

○ 一定程度の規模の基金を確保しつつ、段階的に収支不足の圧縮を進め、収支均衡の
状態にすることを改革の目標とし、中長期的に持続可能な財政運営を実現します。 

○ 具体には、概ね 10 年後において、130 億円程度の基金を確保した上で、給与の特例
減額などの特例措置なしに収支均衡の状態にすることを改革の目標とします。 

○ 平成 20 年度から平成 23 年度までの４年間を集中改革期間とし、抜本的な改革を集
中して実施します。 
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毎年度発生する収支不足額 260 億円程度 

 

50 億円程度 

 
○ 行政の効率化・スリム化で 90 億円程度、事務事業の見直しで 50 億円程度、財源の確保で 70 億
円程度収支改善を達成することを目標とします。 
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○ 時代の変化に迅速に対応できる活動的な組織、民間の知恵や経験が取り入れられる
柔軟な組織の構築に向け、不断の見直しを行うとともに、職員の一層の資質の向上
を図ることにより、効率的な行政運営を図ります。 

 
 

○ 地方分権が一層進展する中で、社会経済情勢の急激な変化や多様化・高度化する県
民ニーズに適宜的確に対応することができる組織体制に、常に見直していく必要が
あります。 

○ これまでも、簡素で効率的な執行体制の整備を図る観点から、組織のフラット化・
グループ化や、地方機関の統廃合等の見直しを進めてきました。また、平成 15 年４
月から平成 24 年４月までの 10 年間で、一般行政部門の職員を中心に 1,000 人を削
減する計画に取り組み、平成 19 年度までにほぼ 500 人を削減してきました。 

○ 厳しい財政状況が続く中で、更なる行政の効率化・スリム化に取り組む必要があり、
「財政健全化基本方針（平成 19 年 10 月策定）」においては、1,000 人の定員削減に
加え、今後 10 年間で更に 500 人程度の追加削減を行うこととしています。 

○ 社会経済情勢が厳しい中、県行政に対する県民の関心は一層高まっており、この県
民の期待に応えていくためには、職員一人ひとりが、持てる能力を最大限に開発・
向上させながら、県の組織目標を達成すべく総力を結集していくことが必要です。 

○ あわせて、高い使命感や倫理観を持ち、幅広い知識・経験に裏打ちされた能力とス
ペシャリストとしての能力を兼ね備えた公務員像の実現を目指す必要があることな
どから、職員の意識改革と資質向上が急務となっています。 

 

 

○ 県の組織については、時代の変化に対応した簡素で効率的な体制に見直します。 
○ 職員数については、「財政健全化基本方針（平成 19 年 10 月策定）」に掲げたとおり、
1,000 人の定員削減計画を着実に進めるとともに、事務事業の見直しによる業務量削
減や組織の見直しなどにより 500 人程度の追加削減に取り組みます。 

○ 職員の育成については、一人ひとりの能力開発を進め「県を取り巻く情勢や県民の
声に敏感で」「よく考え、よく議論し、創造し」「何事にもチャレンジ精神を持って
取り組む」姿勢を育てます。 
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職員削減数 511 人 

 

1,000 人 

 
○ 教員・警察官等を除く職員の定数を削減する目標です。 
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○ 島根総合発展計画に掲げる将来像と基本目標の達成に向けて、県民満足度の視点か
ら、事業の成果の検証と評価を実施し、以後の県政運営の改善と行政資源の最適配
分に結びつけるマネジメントの取組みを徹底し、その状況を広く公表します。 

 
 

○ 徹底した行財政改革の実施や地方分権の進展に伴い、限られた行政資源を有効に活
用し、自らの判断と責任で地域の実情に即応した政策形成や戦略的な施策展開が要
請されており、より成果を重視した政策主導型の県政運営を行っていく必要があり
ます。 

○ 県では、平成 15 年度から、①県民の視点に立った成果重視の行政を実現すること、
②効率的で質の高い行政運営を実現すること、③県民に対する行政の説明責任を果
たすことをねらいとして、「行政評価システム」を導入し、事業の実施結果を計画に
基づいて評価し、改善に結びつける取組みを進めてきました。 

○ 厳しい財政状況の中にあっても、県政運営の改善に役立つ新しい行政評価の仕組み
づくりと、評価作業の効率化・スリム化を図っていく必要があります。 

 

 

○ 島根総合発展計画の目標達成に向けて、行政評価システムを効果的に運用し、また
計画の進捗状況を県民に分かりやすく公表します。 
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行政評価の結果を事業の改善に
反映した事務事業の割合 

73.5％ 

 

100％ 

 

○ 島根総合発展計画に掲げる将来像と基本目標の実現のためには、PDCA サイクル（事業の実施結果
を計画に基づき評価し、以後の改善に結びつける手法）による行政評価を実施することが基本と
なることから、この指標を設定しました。すべての事務事業で実施することを目指します。 
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